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第３編 土木工事共通編 

第１章 総  則

第1節 総  則 

３－１－１－１ 用語の定義  

１．土木工事にあっては、第1編1-1-2用語の定義の規定に加え以下の用語の定義に従うものとする。  

２．段階確認とは、設計図書に示された施工段階において、監督職員が臨場等により、出来形、品質、規

格、数値等を確認することをいう。  

３－１－１－２ 請負代金内訳書の提出

１．受注者は、契約書第３条に基づき請負代金内訳書を、所定の様式により作成し、発注者に提出しなけ

ればならない。 

２．監督職員は、内訳書の内容に関し受注者の同意を得て、説明を受けることができるものとする。ただ

し、内容に関する協議等は行わないものとする。 

３－１－１－４ 現場技術員 

受注者は、設計図書で公益社団法人高知県建設技術公社等に委託した現場技術員の配置が明示された

場合には、次の各号によらなければならない。 

(１) 現場技術員が監督職員に代わり現場で立会等の臨場をする場合には、その業務に協力しなけれ

ばならない。又、書類（計画書、報告書、デ－タ、図面等）の提出に関し、説明を求められた場

合はこれに応じなければならない。ただし、現場技術員は、契約書第９条に規定する監督職員で

はなく、指示、承諾、協議及び確認の適否等を行う権限は有しないものである。 

(２) 監督職員から受注者に対する指示又は、通知等を現場技術員を通じて行うことがあるので、こ

の際は監督職員から直接指示又は、通知等があったものと同等である。 

(３) 受注者が監督職員に対して行う報告又は通知は、現場技術員を通じて行うことができるものと

する。 

３－１－１－５ 支給材料及び貸与品 

１．土木工事にあっては、第1編1-1-16支給材料及び貸与品の規定による。  

３－１－１－６ 監督職員による検査（確認を含む）及び立会等

１．受注者は、設計図書に従って、工事の施工について監督職員の立会にあたっては、あらかじめ報告

しなければならない。 

２．監督職員は、工事が契約図書どおり行われているかどうかの確認をするために必要に応じ、工事現

場又は製作工場に立ち入り、立会し、又は資料の提出を請求できるものとし、受注者はこれに協力し
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なければならない。 

３．受注者は、監督職員による検査（確認を含む）及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並

びに写真その他資料の整備をするものとする。 

なお、監督職員が製作工場において立会及び監督職員による検査（確認を含む）を行う場合、受注

者は監督業務に必要な設備等の備わった執務室を提供しなければならない。 

４．監督職員による検査（確認を含む）及び立会の時間は、監督職員の勤務時間内とする。ただし、や

むを得ない理由があると監督職員が認めた場合はこの限りではない。 

５．受注者は、契約書第９条第２項第３号、第13条第２項又は第14条第１項若しくは同条第２項の規

定に基づき、監督職員の立会を受け、材料検査（確認を含む）に合格した場合にあっても、契約書第

17条及び第31条に規定する義務を免れないものとする。 

６．段階確認は、次に掲げる各号に基づいて行うものとする。 

(１) 受注者は、高知県建設工事監督基準に定める確認時期において、段階確認を受けなければなら

ない。 

(２) 受注者は、事前に段階確認に係わる報告（種別、細別、施工予定時期等）を行わなければなら

ない。また、監督職員から段階確認の実施について通知があった場合には、受注者は、段階確認

を受けなければならない。 

(３) 段階確認は受注者が臨場するものとし、確認した箇所に係わる監督職員が押印又はサインした

書面を、工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。 

(４) 受注者は、監督職員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な機会を提供する

ものとする。 

７．監督職員は、設計図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができる。この場合に

おいて、受注者は、施工管理記録、写真等の資料を整備し、監督職員にこれらを提示し確認を受けな

ければならない。 

３－１－１－７ 数量の算出及び工事完成図 

１．受注者は、出来形数量を算出するために出来形測量を実施しなければならない。 

２．受注者は、出来形測量の結果を基に、土木工事標準積算基準書等の数値基準及び設計図書に従って、

出来形数量を算出し、その結果を監督職員に提出しなければならない。出来形測量の結果が、設計図

書の寸法に対し、土木工事出来形管理基準及び規格値を満たしていれば、出来形数量は設計数量とす

る。 

なお、設計数量とは、設計図書に示された数量及びそれを基に算出された数量をいう。 

３．受注者は、出来形測量の結果及び設計図書に従って工事完成図を作成し、監督職員に提出しなけれ

ばならない。 

ただし、各種ブロック制作工等工事目的物によっては、監督職員の承諾を得て工事完成図を省略で

きる。 

３－１－１－８ 品質証明 

受注者は、設計図書で品質証明の対象工事と明示された場合には、次の各号によるものとする。 
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(１) 品質証明に従事する者（以下「品質証明員」という。）が工事施工途中において必要と認める時

期及び検査（完成、出来高、中間検査をいう。以下同じ。）の前に品質確認を行い、受注者は、

その結果を所定の様式により、検査時までに監督職員へ提出しなければならない。 

(２) 品質証明員は、当該工事に従事していない社内の者とする。また、原則として品質証明員は検

査に立会わなければならない。 

(３) 品質証明は、契約図書及び関係図書に基づき、出来形、品質及び写真管理はもとより、工事全

般にわたり行うものとする。 

(４) 品質証明員の資格は10年以上の現場経験を有し、技術士若しくは１級土木施工管理技士の資格

を有するものとする。ただし、監督職員の承諾を得た場合はこの限りでない。 

(５) 品質証明員を定めた場合、書面により氏名、資格（資格証書の写しを添付）、経験及び経歴書を

監督職員に提出しなければならない。なお、品質証明員を変更した場合も同様とする。 

３－１－１－11  施工管理  

１．土木工事にあっては、第1編1-1-23施工管理の規定による。  

３－１－１－12  工事中の安全確保  

１．土木工事にあっては、第1編1-1-26工事中の安全確保の規定に加え以下の規定による。 

２．受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が指定さ

れている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条件に合った機

械がある場合には、監督職員の承諾を得て、それを使用することができる。  

３．受注者は、架空線等上空施設の位置及び占用者を把握するため、工事現場、土取り場、建設発生土受

入地、資材等置き場等、工事に係わる全ての架空線等上空施設の現地調査（場所、種類、高さ等）を行

い、その調査結果について、支障物件の有無に関わらず、監督職員へ報告しなければならない。  

３－１－１－13 交通安全管理  

１．土木工事にあっては、第1編1-1-32交通安全管理の規定に加え以下の規定による。  

２．受注者は、設計図書において指定された工事用道路を使用する場合は、設計図書の定めに従い、工事

用道路の維持管理及び補修を行うものとする。  

３．受注者は、指定された工事用道路の使用開始前に当該道路の維持管理、補修及び使用方法等を施工計

画書に記載しなければならない。この場合において、受注者は、関係機関に所要の手続をとるものとし、

発注者が特に指示する場合を除き、標識の設置その他の必要な措置を行わなければならない。  

３－１－１－14  工事測量  

１．土木工事にあっては、第1編1-1-37工事測量の規定に加え以下の規定による。  

２．受注者は、丁張、その他工事施工の基準となる仮設標識を、設置しなければならない。 

３－１－１－15 提出書類 

１．受注者は、提出書類を工事請負契約関係の書式集等に基づいて、監督職員に提出しなければならない。
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これに定めのないものは、監督職員の指示する様式によらなければならない。 

２．契約書第９条第５項に規定する「設計図書に定めるもの」とは請負代金額に係わる請求書、代金代理

受領諾申請書、遅延利息請求書、監督職員に関する措置請求に係わる書類及びその他現場説明の際指定し

た書類をいう。 

３－１－１－16 創意工夫 

  受注者は、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目又は地域社会への貢献として評価できる項 

目について工事完成時までに監督職員の指示する所定の様式により監督職員に提出することができる。 
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表２－３ エポキシ樹脂系接着剤の品質規格の標準 

品質項目 単 位 品質規格 試験温度 養生条件

未
硬
化
の
接
着
剤

外 観 － 

有害と認められる異物

の混入がなく、材料分離

が生じていないこと 

春秋用 

23±２℃ 

夏用 

30±２℃ 

冬用 

10±２℃ 

－ 

粘 度
m㎩･s 1×10⁴～10×10⁴ 

可 使 時 間 時間 ２以上 

だれ最小厚さ ㎜ 0.3以上 

硬
化
し
た
接
着
剤

密 度 g/C㎥ 1.1～1.7 

23±２℃ 

23± 

２℃ 

７日間 

引 張 強 さ N／㎟ 12.5以上 

圧 縮 強 さ N／㎟ 50.0以上 

引張せん断

接 着 強 さ
N／㎟ 12.5以上 

接 着 強 さ N／㎟ 6.0以上 

［注］：①可使時間は練り混ぜからゲル化開始までの時間の70％の時間をいうものとする。

②だれ最小厚さは、鉛直面に厚さ１㎜塗布された接着剤が、下方にだれた後の最小厚さをいうも

のとする。

③接着強さは、せん断試験により求めるものとする。

(２) プレキャストブロックの接合面は、緩んだ骨材粒、品質の悪いコンクリート、レイタンス、ご

み、油などを取り除かなければならない。

(３) プレキャストブロックの接合にあたって、設計図書に示す品質が得られるように施工するもの

とする。

(４) プレキャストブロックを接合する場合に、ブロックの位置、形状及びダクトが一致するように

ブロックを設置し、プレストレッシング中に、くい違いやねじれが生じないようにするものとす

る。

３．ＰＣケーブル及びＰＣ緊張の施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定

によるものとする。

４．受注者は、グラウトの施工については、下記の規定によらなければならない。

(１) 接着剤の硬化を確認した後にグラウトを行うものとする。
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(２) グラウトについては、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定によるものとする。

３－２－３－15 ＰＣホロースラブ製作工 

１．受注者は、円筒型枠の施工については、コンクリート打設時の浮力に対して必要な浮き上がり防止

装置を設置しなければならない。

２．受注者は、移動型枠の施工については、型枠の移動が円滑に行われるための装置を設置しなければ

ならない。

３．コンクリートの施工については、第１編３－３－13ポストテンション桁製作工の規定によるものと

する。

４．ＰＣケーブル・ＰＣ緊張の施工については、第１編３－３－13ポストテンション桁製作工の規定に

よるものとする。

５．受注者は、主ケーブルに片引きによるＰＣ固定及びＰＣ継手がある場合は、「プレストレストコンク

リート工法設計施工指針 第 6 章施工」（土木学会、平成 3 年 3 月）の規定により施工しなければなら

ない。

６．グラウトの施工については、第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定によるものとする。

３－２－３－16 ＰＣ箱桁製作工 

１．移動型枠の施工については、第３編２－３－15ＰＣホロースラブ製作工の規定によるものとする。

２．コンクリート・ＰＣケーブル・ＰＣ緊張の施工については、第１編３－３－13ポストテンション桁

製作工の規定によるものとする。

３．ＰＣ固定・ＰＣ継手の施工については、第３編２－３－15ＰＣホロースラブ製作工の規定によるも

のとする。

４．横締め鋼材・横締め緊張・鉛直締め鋼材・鉛直締め緊張・グラウト等がある場合の施工については、

第３編２－３－13ポストテンション桁製作工の規定によるものとする。

３－２－３－17 根固めブロック工 

１． 受注者は、製作にあたっては、型枠が損傷・変形しているものを使用してはならない。  

２．受注者は、製作にあたっては、はく離材はムラなく塗布し、型枠組立て時には余分なはく離材が型

枠内部に残存しないようにしなければならない。  

３．受注者は、型枠の組立てにあたっては、締付け金具をもって堅固に組立てなければならない。  

４．受注者は、コンクリートの打込みにあたっては、打継目を設けてはならない。  

５．受注者は、製作中のコンクリートブロックの脱型は、型枠自重及び製作中に加える荷重に耐えられ

る強度に達するまで行ってはならない。  

６．コンクリート打設後の施工については、第１編３－６－９養生の規定による。  

なお、養生用水に海水を使用してはならない。  

７．受注者は、コンクリートブロック脱型後の横置き、仮置きは強度がでてから行うものとし、吊り上

げの際、急激な衝撃や力がかからないよう取扱わなければならない。

８．受注者は、根固めブロック製作後、製作数量等が確認できるように記号を付けなければならない。
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９．受注者は、根固めブロックの運搬及び据付けについては、根固めブロックに損傷を与えないように

施工しなければならない。

10．受注者は、根固めブロックの据付けについては、各々の根固めブロックを連結する場合は、連結ナ

ットが抜けないようにネジ山をつぶさなければならない。

11．受注者は、根固めブロックを乱積施工する場合には噛み合わせを良くし、不安定な状態が生じない

ようにしなければならない。

12．受注者は、根固めブロック、場所打ブロックのコンクリートの打込みについては、打継目を設けて

はならない。

13．受注者は、場所打ブロックの施工については、コンクリートの水中打込みを行ってはならない。

３－２－３－18 沈 床 工 

１．受注者は、粗朶沈床の施工について、連柴は梢を一方に向け径15㎝を標準とし、緊結は長さおよそ

60㎝ごとに連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線または、しゅろなわ等にて結束し、この間２箇所を

二子なわ等をもって結束するものとし、連柴の長さは格子を結んだときに端にそれぞれ約15㎝を残す

ようにしなければならない。

２．受注者は、連柴及び敷粗朶を縦横ともそれぞれ梢を下流と河心に向けて組立てなければならない。

３．受注者は、粗朶沈床の上下部の連柴を上格子組立て後、完全に結束しなければならない。

４．受注者は、粗朶沈床の設置については、流速による沈設中のズレを考慮して、沈設開始位置を定め

なければならない。

５．受注者は、沈石の施工について、沈床が均等に沈下するように投下し、当日中に完了しなければな

らない。

６．受注者は、粗朶沈床の施工について、多層の場合、下層の作業完了の確認をしなければ上層沈設を

行ってはならない。

７．受注者は、木工沈床の施工については、使用する方格材及び敷成木は、設計図書によるものとし、

明示のない場合は生松丸太としなければならない。受注者は、使用する方格材を組立て可能なように

加工しなければならない。

８．受注者は、木工沈床の施工については、敷成木を最下層の方格材に一格間の所定の本数を間割正し

く配列し、鉄線等で方格材に緊結しなければならない。

９．受注者は、木工沈床の施工については、連結用鉄線の下部の折り曲げしろを12㎝以上とし、下流方

向に曲げなければならない。

10．受注者は、木工沈床の施工については、表面に大きい石を用い、詰石の空隙を少なくするよう充填

しなければならない。

11．受注者は、木工沈床を水制の根固めに使用する場合、幹部水制の方格材組立てにあたっては、流向

に直角方向の部材を最上層としなければならない。

12．受注者は、改良沈床の施工におけるその他の事項については、本条７項～11項の規定により施工し

なければならない。

13．受注者は、吸出し防止材の施工については、平滑に設置しなければならない。
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３－２－３－19 捨 石 工 

１．受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、表面に大きな石を選び施工しなければならない。

２．受注者は、設計図書において指定した捨石基礎の施工方法に関して、施工箇所の波浪及び流水の影

響により施工方法の変更が必要な場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなければならない。

３．受注者は、施工箇所における水質汚濁防止につとめなければならない。

４．受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、極度の凹凸や粗密が発生しないように潜水士または測深

器具をもって捨石の施工状況を確認しながら施工しなければならない。

５．受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、大小の石で噛み合わせ良く、均し面にゆるみがないよう

施工しなければならない。

６．受注者は、遺方を配置し、貫材、鋼製定規を用いて均し面を平坦に仕上げなければならない。

３－２－３－20 笠コンクリート工 

１．笠コンクリートの施工については、第１編第３章無筋・鉄筋コンクリートの規定によるものとする。

２．プレキャスト笠コンクリートの施工については、第３編２－５－３コンクリートブロック工の規定

によるものとする。

３．受注者は、プレキャスト笠コンクリートの運搬にあたっては、部材に損傷や衝撃をあたえないよう

にしなければならない。また、ワイヤー等で損傷するおそれのある部材は保護しなければならない。

４．プレキャスト笠コンクリートの施工については、接合面が食い違わないように施工しなければなら

ない。

３－２－３－21 ハンドホール工 

１．受注者は、ハンドホールの施工にあたっては、基礎について支持力が均等になるように、かつ不陸

を生じないようにしなければならない。

２．受注者は、保護管等との接合部において、設計図書に示された場合を除き、セメントと砂の比が 1：
3の配合のモルタルを用いて施工しなければならない。

３－２－３－22 階 段 工 

１．受注者は、階段工を設計図書に基づいて施工できない場合には、監督職員と設計図書に関して協

議しなければならない。

２．受注者は、プレキャスト階段の据付けにあたっては、部材に損傷や衝撃を与えないようにしなけれ

ばならない。また、ワイヤー等で損傷するおそれのある部分は保護しなければならない。

３－２－３－23 現場継手工 

１．受注者は、高力ボルト継手の接合を摩擦接合としなければならない。また、接合される材片の接触

面を表２－４に示すすべり係数が得られるように、以下に示す処置を施すものとする。

(１) 接触面を塗装しない場合、接触面は黒皮を除去して粗面とするものとする。受注者は、材片の

締付けにあたっては、接触面の浮きさび、油、泥などを清掃して取り除かなければならない。

(２) 接触面を塗装する場合は、表２－５に示す条件に基づき、厚膜型無機ジンクリッチペイントを
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表２－８ 常温時以外（0℃～10℃、30℃～60℃）の締付けボルト軸力の平均値 

セット ねじの呼び
1製造ロットのセットの締付け 

ボルト軸力の平均値（kN） 

Ｓ10Ｔ 

Ｍ20 

Ｍ22 

Ｍ24

167～211 

207～261 

241～304 

(５) 耐力点法によって締付ける場合の締付けボルト軸力は、使用する締付け機に対して一つの製造

ロットから 5 組の供試セットを無作為に抽出して試験を行った場合の平均値が、表２－９に示すボル

トの軸力の範囲に入るものとする。

表２－９ 耐力点法による締付けボルトの軸力の平均値

セット ねじの呼び
１製造ロットのセットの締付け

ボルト軸力の平均値(kN) 

Ｆ１０Ｔ

Ｍ20 
Ｍ22 
Ｍ24 

0.196σy ～ 0.221σy 

0.242σy ～ 0.273σy 

0.282σy ～ 0.318σy

［注］σy：ボルト試験片の耐力（N／mm２）（JIS Z 2241の４号試験片による）

５．受注者は、ボルトの締付けを、連結板の中央のボルトから順次端部ボルトに向かって行い、２度締

めを行わなければならない。順序は、図２－１のとおりとする。

なお、予備締め後には締め忘れや共まわりを容易に確認できるようにボルト・ナット及び座金にマ

ーキングを行わなければならない。

図２－１ ボルト締付け順序 

６．受注者は、ボルトのセットを、工事出荷時の品質が現場施工時まで保たれるように、その包装と現

場保管に注意しなければならない。また、包装は、施工直前に解くものとする。

７．締付け確認については、以下の規定によるものとする。

(１) 締付け確認をボルト締付け後速やかに行い、その記録を整備・保管し、監督職員または検査職

員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。

(２) ボルトの締付け確認については、以下の規定によるものとする。

① トルク法による場合は、各ボルト群の10％のボルト本数を標準として、トルクレンチによって

締付け確認を行わなければならない。  
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② トルシア形高力ボルトの場合は、全数につきピンテールの切断の確認とマーキングによる外観

確認を行わなければならない。 

 (３) 回転法による場合は、全数につきマーキングによる外観確認を行わなければならない。

８．受注者は、溶接と高力ボルト摩擦接合とを併用する場合は、溶接の完了後に高力ボルトを締付けな

ければならない。

９．現場溶接

① 受注者は、溶接・溶接材料の清掃・乾燥状態に注意し、それらを良好な状態に保つのに必要な

諸設備を現場に備えなければならない。

② 受注者は、現場溶接に先立ち、開先の状態、材片の拘束状態等について注意をはらわなければ

ならない。

③ 受注者は、溶接材料、溶接検査等に関する溶接施工上の注意点については、工場溶接に準じて

考慮しなければならない。

④ 受注者は、溶接のアークが風による影響を受けないように防風設備を設置しなければならない。

⑤ 受注者は、溶接現場の気象条件が下記に該当するときは、溶接欠陥の発生を防止するため、防

風設備及び予熱等により溶接作業条件を整えられる場合を除き溶接作業を行ってはならない。

１）雨天または作業中に雨天となる恐れのある場合

２）雨上がり直後

３）風が強いとき

４）気温が５℃以下の場合

５）その他監督職員が不適当と認めた場合

⑥ 受注者は、現場継手工の施工については、圧接作業において常に安定した姿勢で施工ができる

ように、作業場には安全な足場を設けなければならない。

３－２－３－24 伸縮装置工 

１．受注者は、伸縮装置の据付けについては、施工時の気温を考慮し、設計時の標準温度で、橋と支承

の相対位置が標準位置となるよう温度補正を行って据付け位置を決定しなければならない。また、監

督職員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。

２．受注者は、伸縮装置工の漏水防止の方法について、設計図書によらなければならない。

３－２－３－25 銘板工

１． 受注者は、橋歴板の作成については、材質はＪＩＳ Ｈ 2202（鋳物用合金地金）による鋳鉄を

使用し、寸法及び記載事項は、図２－２によらなければならない。


